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なぜ脱原発する必要があるのか

2023/3/13

松久保 肇 （原子力資料情報室）
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略歴

1979年 兵庫県生まれ
２００３年 国際基督教大学卒
２００４～２０１２年 某金融機関で市場監視・システム企画など
２０１２年～ NPO法人原子力資料情報室
２０１６年 法政大学公共政策大学院卒（修士）
２０２２年～ 経産省総合資源エネルギー調査会

原子力小委員会委員/革新炉ワーキンググループ委員
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東日本大震災発生
(２０１１/3/11（金） 14:46)
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みなさんどこにいましたか？
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15:37～３８ 津波で福島第一原発1～４号機の全交流電源喪失
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https://www3.nhk.or.jp/news/special/timeline2011/
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19:03 政府は、原災法第15 条第2 項の規定する原子力緊
急事態宣言を発出

19:45 枝野官房長官会見で原子力緊急事態宣言を発表

枝野官房長官
「原子炉そのものに今問題があるわ

けではございません」
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19時ごろ JRの運転再開はないと判断
して帰宅開始
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https://www3.nhk.or.jp/news/special/timeline2011/
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20:50 福島県が福島第一原発半径２km圏内に避難
指示
21:23 政府は福島第一原発から半径3キロ以内の住
民に避難指示。3キロから10キロ以内の住民に屋内退
避指示
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24時ごろ 吉祥寺のマンガ喫茶
で呆然とテレビを眺める
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3月12日（土）
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5:44 政府 福島第一原発半径10ｋｍ圏内に避難指
示

7:45 福島第二原発でも原子力緊急事態宣言。国が福
島第二原発の半径3km圏内に避難指示、半径10km
圏内に屋内退避指示
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８時ごろ、帰宅
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1号機が水素爆発(15:36)



18:25 福島第一原発から半径20km圏内に避難指示
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3月13日（日）
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3月14日（月） 出社
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3号機が水素爆発(11:01)
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3月15日（火）
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2号機の格納容器損傷(6:10)
4号機が水素爆発(6:14)
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それでも東京は大丈夫だろうと
思っていた（正常性バイアス）
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東京の空間線量
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大気中の放射線量/１日単位の測定結果（新宿）

最大値

最小値

平均値

降雨とそれによる放射
性物質の沈着

プルーム通過
（ピークは10時15分）



https://www.env.go.jp/chemi/rhm/r3kisoshiryo/r3kiso-06-02-03.html

① 3月１２日14時：１号機ベント

② 3月13日9時：３号機ベント

③ ３月15日９時：２号機放射性物質放出

放出時間は同日6時頃

④ ３月15日23時：３号機放射性物質放出

⑤ 3月16日12時：２号機放射性物質放出
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https://archive.nytimes.com/schott.blogs.nytimes.com/2011/03/24/flyjin/
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2012年3月出版
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幸運な偶然によって助かった福島第一4号プール
33

2010年11 月に定期点検入り。
地震当時、シュラウドの取換え工事中。

もともとの計画：
シュラウドは水の中で切断し、DS ピットまで水中を
移動。その後、3 月 7 日までにDS ピット側に仕切
りを立て、原子炉ウェルの水を抜く計画

シュラウドを切断する工具を炉内に入れようとした
ところ、工具を炉内に導く補助器具の寸法違いが判
明。この器具の改造で工事が遅れ、震災のあった 3
月11日は原子炉ウェルに水を張ったままにしていた。

2012 年 3 月 8 日 朝日新聞

ところが



http://www.aesj.or.jp/~safety/H240810seminorsiryou3.pdf



原子炉ウェルからの水の流入がなかったら・・・
＊水位ピークは、不十分ながらコンクリートポンプ（キリン）による注入があったため

流入なしのシナリオ
ＮＡＳ報告書, Fig. 2.15)

実際(東電の計算による再現)

(最初の測定)

使用済み燃料頂部

原子炉ウエルからの流入がなかったら

燃料

プ
ー
ル
の
水
深

（単
位

メ
ー
ト
ル
）
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https://nap.nationalacademies.org/read/21874/chapter/5#47



福島第一4号プール火災仮想事故（フランク・フォンヒッペルら）

セシウム137 汚染≧ 1.5 MBq/m2 (オレンジ)で住民避難と想定 （福島・チェルノブイリと同等）

実際の福島第一事(3/15/2011)

避難人口: 8万8000人

面積 1100 km2

MBq/m2

≧ 0.5
≧ 1.5
≧ 4.5

仮想プール火災
2011年4月9日

仮想プール火災
2011年3月19 日

実際の
セシウム137

汚染

福島
第一

HYSPLIT大気拡散モデル 計算 当日の天候

海岸側への風(4/9/2011) 陸地側への風(3/19/2011)

避難人口: 80万人 避難人口: 2900万人
面積 2600 km2 面積 2万5000 km2
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果たして、これは受け入れ可
能なリスクなのか？
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なぜ脱原発か？
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大きすぎるリスク

高すぎるコスト

かかりすぎる時間

核兵器廃絶の阻害
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事故のリスク
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原発に起こりうる過酷事故

原子力市民委員会(2014)より
41
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確率論的リスク評価

ケース 事故発生頻度
(国内:50基、世界430基)

備考

国内商業炉シビアアクシデント発生実績 500炉年に1度
＝国内:10年に1度発生

1494炉年(廃止プラント含む) 福島
第一1,2,3の事故を3事故として評価

世界商業炉シビアアクシデント発生実績 2857炉年に1度
＝世界:7年、国内:57年に1度発生

14353炉年(廃止プラント含む)
TMI2,チェルノブイリ4,福島第一
1,2,3の事故を5事故として評価

既設炉 IAEA
安全目標

炉心が損傷する頻度 1万炉年に1度
＝世界:23年に1度、国内:200年
に1 度発生する確率

出典：INSAG-12（IAEA）

発電所近傍の公衆避難
前に大量の放射性物質
が放出される頻度

10万炉年に1度
＝世界:230年に1度、国内:2000
年に1度発生する確率

10万炉年に1度
将来炉 IAEA
安全目標

炉心損傷頻度

2011/10/25 原子力発電・核燃料サイクル技術等検討小委員会（第3回）資料より
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大幅に超過して
いる
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戦争と原発

43

攻撃されるザポリージャ原発 ザポリージャ原発からの放射性物質放出シミュレーション
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通常運転でも出てくる放射性廃棄物

44



放置されたウラン鉱山
Easy Peasy 鉱山, ユタ州

45

米国でさえ、先住民の保留地内などに大量の遺棄されたウラン試掘跡などが
存在。
環境を汚染し続けている。

世界のウラン鉱山周辺では、ウラン採掘による健康被害が報告されてい
る。
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運転中も運転後も放出する
放射性物質

原発は運転中、さまざまな放射性物質を放出す
る。

使用済み燃料を再処理する際も大量の放射性物質を環境中に放
出。



強烈な放射線を放つガラス固化体

47

毎日新聞 2019年5月25日

人間が真横に立つと、20秒弱で死に至る

製造直後のガラス固化体からでる放射線は約1,500Sv/時

数万年以上の管理が必要なため、国は地下300ｍ以深に
最終処分場を建設する方針。
日本に数万年単位で貯蔵可能な地層が存在するか？ ち
なみに今から数万年前は旧石器時代。
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コスト
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Lazard LCOE ANALYSIS — VERSION 15.0
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原子力予算推移

東日本大震災復興特別会計 エネルギー対策特会エネルギー需給勘定エネルギー需給構造高度化対策

電源特会(2007年度からはエネルギー対策特会電源開発促進勘定) 一般会計

一般会計 ６．８４兆円
エネ特会 １１．６３兆円
復興特会 ０．５６兆円
合計 １９．３６兆円

年度
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原子力予算と再エネ予算

再エネ予算 原子力予算合計

原子力予算合計

一般会計 ６．８４兆円
エネ特会 １１．６３兆円
復興特会 ０．５６兆円
合計 １９．３６兆円
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消費者が負担する巨額の未稼働原発維持費
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原子力事業者の原子力関連営業費用

北海道 東北 東京 中部
北陸 関西 中国 四国
九州 JAPC 発電電力量

合計：約18.6兆円(2011-2021)
約4,226億kWh(同上)
ｋWhあたり４4.1円

内、原発で1kWhも発電しな

かった原子力事業者分

北海道 東北 東京 中部
北陸 関西 中国 四国
九州 JAPC

合計：約12.62兆円
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FIT賦課金と買取電力

FIT賦課金 買い取り実績

合計：約16.26兆円
約6,096億kWh
kWhあたり２6.7円

FIT賦課金（２０２２年度単価3.45円/kWh）は賦課金という形で明示化されているが、原発の維持
費は発電原価の内数となっているため消費者にはいくら負担しているのか見えない。
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原発維持費（2005～2021年度）と原発発電電力量

原発維持費（電気料金） 原子力政策経費（税金） 発電電力量

2005～2010 平均
原発維持費＋政策経費：2.4兆円

原発発電電力量：2.7億MWh
発電単価：9.1円/kWh

2011～2021 平均
原発維持費＋政策経費：2.1兆円
原発発電電力量：0.35億MWh

発電単価：59.5円/kWh

2011～２０２１総額：23.5兆円
国民一人当たり：約23万円

年度

※注

福島第一原発事故処
理費用
２１．５兆円以上
（試算によっては3５
～80兆円）

新規制基準対応費用
6.1兆円

はほとんど含まない



53高い原発

53

CO2排出量削減コスト
(ドル/tCO2)

新設水力

原発新設56.2ドル

洋上風力新設

ガス火力

洋上風力リパワリング

陸上風力新設
原発寿命延長

１７ドル

水力リパワリング

建設時の雇用増加数（人）

屋根上太陽光

事業用太陽光
2.9ドル

https://www.iea.org/data-and-statistics/charts/job-creation-per-million-dollars-of-capital-
investment-in-power-generation-technologies-and-average-co2-abatement-costs

原発新設コストは大半の電源よりも高
い

既設原発の寿命延長でさえ、事業用太陽光よりも高
い
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時間
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GX実行会議（第5回）資料２
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電源別平均建設期間

50年間に行われた273の電力プロジェク
トの実際の建設期間によれば、

• 太陽光や風力の平均建設期間は40カ月
• 原子力の平均建設期間は90カ月

建設場所選定を含めれ
ば、さらに時間がかかる。

http://sro.sussex.ac.uk/id/eprint/94288/12/Manuscript-August-13.pdf

水力 原子力 太陽光 火力 風力

電源 計画から稼働までの期間

原子力 約20年

石炭火力 約10年

LNG火力 約10年

一般水力 約5年

小水力 2～3年程度

地熱 9～13年程度

陸上風力 4～5年程度

太陽光（メガ
ソーラー）

1年程度

燃料電池 約2週間

日本政府の2011年時
点の見積もり

https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/npu/policy09/pdf/20
111125/siryo6-1.pdf
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国 炉型 発電所名 状況
合計出力[MWe,

ネット]
計画時の初期投資額

[10億米ドル]
実際の費用

[10億米ドル]
計画建設期間

（年）
実際の建設期間

（年）

中国 AP1000 Sanmen-1 稼働
2314 5.84 7.3

4.3 9.4
中国 AP1000 Sanmen-2 稼働 4.5 8.9
中国 AP1000 Haiyang-1 稼働

2340 データなし データなし
4.6 9.1

中国 AP1000 Haiyang-2 稼働 4.7 8.6
米国 AP1000 Vogtle-3 建設中

2234 14.3 30.3
3.3

米国 AP1000 Vogtle-4 建設中 3.6
米国 AP1000 Summer-2 建設中断

2234 9.8 25
4.3 計画中止

米国 AP1000 Summer-3 建設中断 4.7 計画中止
韓国 APR1400 Shin-Kori-3 稼働

2832 4.89 6.46
5 8.1

韓国 APR1400 Shin-Kori-4 稼働 5 10
韓国 APR1400 Shin-Kori-5 建設中

2680 7.58 8.8
4.9

韓国 APR1400 Shin-Kori-6 建設中 4.4
韓国 APR1400 Shin-Hanul-1 稼働

2680 6.26 7.6
4.7 10.4

韓国 APR1400 Shin-Hanul-2 建設中 4.6
UAE APR1400 Barakah-1 稼働

5380 24.4 24.4

6 8.6
UAE APR1400 Barakah-2 稼働 6.2 8.6
UAE APR1400 Barakah-3 建設中 4.8
UAE APR1400 Barakah-4 建設中 4.9

フィンランド EPR Olkiluoto-3 稼働（試運転） 1600 3.55 9.4 3.9 16.5
フランス EPR Flamanvile-3 建設中 1650 3.6 13.6 5.6

中国 EPR Taishan-1 稼働
3320 7.5 9.1

3.6 9.1
中国 EPR Taishan-2 稼働 5.2 9.4
英国 EPR Hinkley Point C-1 建設中

3260 20 29
7

英国 EPR Hinkley Point C-2 建設中 6.6

計画通りのコスト・工期で建設されたものは皆無
中には初期計画の3倍近いコスト超過、工期遅延も発生

「革新軽水炉」で頻発するコスト超過・工期遅延

Oettingen, M., Costs and timeframes of construction of nuclear power plants carried out by potential nuclear technology suppliers for Poland. 
https://pulaski.pl/wp-content/uploads/2021/06/Pulaski_Policy_Paper_No_6_2021_EN-1.pdf をもとに、一部は最新の数字に修正
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炭素予算

Greenpeaceウェブサイトより
（https://www.greenpeace.org/japan/nature/
story/2022/05/27/57279/）

➢ 1.5℃目標を達成するためには

温室効果ガスの累積排出量を

抑えることが重要

➢ 直線で減らした場合、その分累

積排出量は増えてしまう

➢ Tipping Point（転換点）を迎

えつつある今、温室効果ガス削

減の即効性のある対応が求め

られている

➢ 運転開始まで長時間を要する

原発に賭けている余裕はない

2030年代半ばに原発が1基建っても遅すぎる

気候危機対策に間に合わない原発



原発26～33基

59

第24回原子力小委員会
（2022/2/24）資料3

原発比率 必要基数（100万kW,設備
利用率70～８０％）

不足分

10% 18～25基 0～2基

20% 37～50基 １４～２７基

30% 56～75基 33～５２基

1. 2030年代後半に

革新炉が1基建つ

計画

2. 2050年に原発比

率20％維持の場合、

100万kW原発で３

７～50基が必要

3. 建設期間９０か月と

すると、仮に初号機

が2037年に運開

したとして、その後

の廃炉も勘案する

と、年に2基程度運

開しなければ間に

合わない

1. 実現可能な計画か？

2. 電源は長期計画で設

置される。実現でき

なかった時のリカバ

リーはどうするのか
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核廃絶問題

60
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六ヶ所核燃料サイクル施設

● 六ヶ所再処理工場

総事業費16.3兆円、１９９３年建設開始。トラブル続き

で２６回の竣工延期を重ねて未だ未完成。使用済み燃

料からプルトニウムなどを分離する工場。 計画では年

８００トンの使用済み燃料を処理して７－８トンのプルト

ニウムが分離される。

● 六ヶ所ウラン濃縮工場

1992年操業開始。天然ウラン鉱石のウラン235含有

率は0.7％程度。これを核燃料にするために、3～5％

にまで濃縮する施設

61
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プルトニウムを減らす国際公約

「我が国は（中略）プルトニウム保有量を減少させる。プルトニウム保有量は（中略）現在
の水準を超えることはない。」

2018年7月31日 原子力委員会決定
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米国の懸念

バイデン副大統領（当時）

And what happens, what happens if we don‘t work out 

something together on North Korea? What happens if 

Japan, who could tomorrow, could go nuclear 

tomorrow? They have the capacity to do it virtually 

overnight.（日本が明日にも核武装したらどうなるか、日本

は実質的に一夜で核武装する能力をもっている）

PBS CHARLIE ROSE 2016/6/20
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日本側識者発言

● 佐藤行雄元国連大使

「結論的に言えば、日本の核武装の可能性についての外国の懸念は払拭し切れるものではな

い。また、米国については若干の懸念が残っていることも悪いことではないとすら、個人的に

は考えている。米国が日本に核の傘を提供する大きな動機が日本の核武装を防ぐことにあ

ると考えるからだ」

『差し掛けられた傘』（2017,時事通信社）

● 田中伸男元国際エネルギー機関事務局長

「原子力に生き残る道はあるのか。Yes. 大型軽水炉をベースロードとして使うのとは違う道

がある。原子力は 安全保障，国防上の理由からも必要である。広島長崎を経験した日本は核

兵器を持つつもりは毛頭ないが北朝鮮の核ミサイルが頭上を飛ぶ時代に核能力を放棄する

ことは彼の国からなめられることになる。」

原子力学会誌2018年5号
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65さらに

華春瑩, 中国外務省報道官

“日本の機微な核物質の長期貯蔵は、日本の必要性を超えており、国際社会の深刻な懸念を

引き起こしている...我々は、日本が国際社会の懸念に応え、早期に実際の行動を起こし、機微

な核物質の需要と供給の不均衡に対処することを期待する。.” 

2014年6月9日, 定例記者会見

65

In Il Ri, 軍縮担当者、朝鮮民主主義人民共和国（北朝鮮）

“日本は40トン以上の核兵器級のプルトニウムと1.2トンの高級ウランを備蓄しており、こ

れらを使って6,000発以上の核兵器を製造し、日本がその気になればいつでも核兵器技

術を製造することができる。日本は北からの核・ミサイルの脅威を引き合いに出して、軍

事大国を目指している” 

２０１７年10月4日 国連第一委員会



66日本は「唯一の戦争被爆国」で
核兵器廃絶をリードしているという自画像

66

核の傘でま
もるから核
武装しない

でね

核兵器開発
能力があっ
たほうが交
渉上、有利

核兵器開発能力
もってるし。



まとめ

正常性バイアス

リスクが大きすぎる

コストが高すぎる

気候危機対策としても電源供給対策としても遅すぎる

核兵器廃絶の阻害要因
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これまでの原子力、これからの原子力
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将来的な脱原発は既定路線

原発新設
は考えて
いない

原発寿命は
40年、最大

60年

2100年のエネルギー政策がわずか
数か月の議論で決定されてしまった

2030年
代に原発

新設

原発寿命は60
年＋長期停止
期間＋将来さ
らにみなおし

岸田内閣
のGX基本

方針
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国民世論は
• 「徐々に廃止」＋「即時廃止」が60％前後
• 「増加」＋「維持」は10％前後

2023年3月 世論調査結果
（共同通信配信、期間2023/1/18～2/27）

国民世論は
• 原発活用方針を評価していない
• 新増設・運転期間延長に反対してい

る
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「GX脱炭素電源法」の骨格

71

• 原子力利用の基本原則（安全性、脱炭素、エネルギー安全
保障などの追加）

原子力基本法

• 原子炉の運転期間規制の新設、送電網整備の拡充電気事業法

• 原子炉の運転期間規制の撤廃、設備劣化に関する技術的
評価の法定化

原子炉等規制法

• 使用済燃料再処理機構に、原発廃炉の調整機能、研究開発、
廃炉資金管理業務を追加

再処理法

• 再エネ事業の規律強化、既存再エネへの追加投資促進など再エネ特措法

「GX脱炭素電源法」 とは、下記５つの法改正を束ねたもの
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参考 原子力の現状
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管理容量
使用済み燃料

貯蔵量
割合

北海道 泊 1020 400 39%

東北 女川 860 480 56%

東通 440 100 23%

東京 福島第一 2260 2130 94%

福島第二 1880 1650 88%

柏崎刈羽 2910 2370 81%

中部 浜岡 1300 1130 87%

北陸 志賀 690 150 22%

関西 美浜 620 480 77%

高浜 1730 1380 80%

大飯 2100 1790 85%

中国 島根 680 460 68%

四国 伊方 930 720 77%

九州 玄海 1290 1110 86%

川内 1290 1070 83%

原電 敦賀 910 630 69%

東海第二 440 370 84%

合計 21350 16340 77%

使用済み燃料貯蔵量（tU）
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